
平成17年6月24日 

京 都 市 下 京 区 塩 小 路 通 堀 川 東 入 南 不 動 堂 町 8 0 1 番 地 

 

                                 代表取締役社長  作 田 久 男  
 
 

（注）記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しています。 
 

貸　　借　　対　　照　　表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：百万円）

370,301 383,894 157,962 180,507

125,749 159,812 107,894 120,820

12,588 21,992 3,094 3,328

3,194 4,793 36,966 46,764

57,218 68,160 10,500 10,500

－ 3,000 23,180 7,847

7,278 8,896 10,000 －

3,376 5,500 － 29,735

5,536 9,281 5,825 5,832

436 350 8,159 8,950

1,190 5,885 3,751 221

15,000 11,000 2,037 1,598

9,054 8,216 3,379 5,048

7,722 9,794 1,003 997

3,354 3,445 50,068 59,687

△ 197 △ 500 － 10,000

244,552 224,082 49,186 48,931

51,515 56,780 － 756

25,652 28,701 882 －

1,765 1,953

1,842 1,646

12 7

1,988 2,167

18,295 20,447 212,339 203,387

1,961 1,859 64,100 64,082

8,534 7,169 88,776 88,754

8,534 7,169 88,771 88,753

 投 資 そ の 他 の 資 産　 184,503 160,133 5 1

44,087 47,598 84,005 70,544

94,926 71,453 6,683 6,683

11,728 5,620 3,400 3,400

134 138 1,511 1,511

6,696 6,518 347 393

5,738 5,939 45,500 45,500

18,541 18,429 26,564 13,057

6,550 6,359 △ 9,425 △ 9,150

1,499 3,508 8,021 9,451

△ 5,396 △ 5,429 △ 23,138 △ 20,294

合　　　計 370,301 383,894 合　　　計 370,301 383,894

受 取 手 形

金額 金額

流 動 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

関 係 会 社 短 期 借 入 金

買 換 資 産 圧 縮 積 立 金

利 益 準 備 金

配 当 積 立 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

未 払 法 人 税 等

前 受 金

第68期 第67期

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

そ の 他

平成17年3月31日現在

（　資　本　の　部　）

資 本 金

固 定 負 債

長 期 借 入 金

1年以内返済予定の長期借入金

自 己 株 式

別 途 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

土 地 再 評 価 差 額 金

株 式 等 評 価 差 額 金

土 地 圧 縮 積 立 金

預 り 金

そ の 他

未 払 金

未 払 費 用

短 期 借 入 金

1年以内償還予定の転換社債

そ の 他

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

 無　形　固　定　資　産

貸 倒 引 当 金

金額

施 設 借 用 保 証 金

長 期 繰 延 税 金 資 産

再評価に係る繰延税金資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

関 係 会 社 出 資 金

ソ フ ト ウ ェ ア 等

固 定 資 産

 有　形　固　定　資　産

建 物

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

現 先 短 期 貸 付 金

代 理 購 買 未 収 入 金

金額

（　資　産　の　部　） （　負　債　の　部　）

平成17年3月31日現在 平成16年3月31日現在 平成16年3月31日現在

＜ご参考＞＜ご参考＞

第68期

材 料

仕 掛 品

売 掛 金

製 品 及 び 商 品

第67期

有 価 証 券

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

　

科　　目

期　　別 期　　別

科　　目
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＜ 重 要 な 会 計 方 針 ＞ 
 

１．有価証券の評価基準および評価方法は、つぎのとおりであります。 

子会社株式および関連会社株式……………移動平均法による原価法  

その他有価証券 

時価のあるもの……………決算日の市場価格等にもとづく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの……………移動平均法による原価法 

 

２．デリバティブの評価方法は時価法を採用しております。 

 

３．たな卸資産の評価基準および評価方法は、先入先出法による原価法によっております。 

 

４．固定資産の減価償却の方法は、つぎのとおりであります。 

有形固定資産 … 定率法（建物の耐用年数は主に 15～50 年） 

無形固定資産 … 定額法（ソフトウェアの見込利用可能期間は 3～5年） 

 

５．繰延資産は、支出時または発生時に全額費用として処理しております。 

 

６．貸倒引当金は、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権および破産更生債権

等については財務内容評価法により計上しております。 

 

７．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および

年金資産の見込額にもとづき計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15 年）に 

よる定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15 年）

による定額法により翌期から費用処理することとしております。 

 

８．役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労の支出に備えるため、内規に基づく所要額を計上

しておりましたが、平成 16 年６月 24 日開催の定時株主総会終結の時をもって退職慰労金

制度を廃止いたしました。これに伴い、これまでの在任期間に応じた退職慰労金の打切り

支給を同株主総会にて決議いたしました。 

    なお、支給対象期間に係る役員退職慰労金所要額 882 百万円については、固定負債の 

「その他」に計上しております。 

 

９．外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益とし

て処理しております。 

 

１０．リース取引のうち所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 
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１１．ヘッジ会計の方法は繰延ヘッジ処理を採用しております。 

 

１２．消費税等については、税抜方式による会計処理を行っております。 

 

 

（関係会社特例規定） 

当期より商法施行規則第 48 条の規定に基づき、関係会社の項目に区分して表示しております。 
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注 記 

 

貸借対照表関係 

 

１．関係会社に対する短期金銭債権                30,866 百万円 

関係会社に対する短期金銭債務                48,232 百万円 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額                 44,946 百万円 

 

３．貸借対照表に計上した固定資産のほか、製造設備および情報処理設備等についてはリース

契約により使用しております。 

 

４．保証債務額 

被 保 証 者 

関 係 会 社                           359 百万円 

従   業   員                            26 百万円 

そ   の   他                         1,324 百万円 

計                              1,709 百万円 

 

５．受取手形割引高                          2 百万円 

 

６．土地の再評価 

「土地の再評価に関する法律」（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）および「土地の再

評価に関する法律の一部を改正する法律」(平成 13 年 6 月 29 日公布法律第 94 号)に基づき

事業用土地の再評価を行い、再評価差額から「再評価に係る繰延税金資産」を控除した金

額を「再評価差額金」として資本の部に記載しております。 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2

条第 3号に定める土地課税台帳に登録されている価格に合理的な調整を行なって算出

する方法、および第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価を行なう方法。 

再評価を行なった年月日                  平成 14 年 3 月 31 日 

「土地の再評価に関する法律」第 10 条に定める再評価を行った事業用土地の当期末にお

ける時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計との差額（時価が帳簿

価額を下回る金額）                                         3,971 百万円 

 

７．商法施行規則第 124 条第 3 項の規定により、純資産額のうち配当制限を受ける額       

8,021 百万円 
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損益計算書関係 

 

１．関係会社との取引高 

売 上 高       89,413 百万円    仕 入 高       148,809 百万円 

その他の営業取引高   32,329 百万円     営業取引以外の取引高  16,041 百万円 

 

２．１株当たり当期純利益                         78 円 75 銭 

 

３．営業費用に含まれる研究開発費の総額は、42,053 百万円です。 

 

退職給付関係 

 

１．退職給付債務に関する事項（平成 17 年 3 月 31 日現在） 

退職給付債務                        △ 137,236 百万円 

年金資産                            76,529 百万円 

未積立退職給付債務                      △ 60,707 百万円 

未認識数理計算上の差異                     32,084 百万円 

未認識過去勤務債務                      △ 20,563 百万円 

貸借対照表計上額純額                     △ 49,186 百万円 

退職給付引当金                       △ 49,186 百万円 

(注) 厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。 

 

２．退職給付費用に関する事項（平成 16 年４月１日から平成 17 年３月 31 日まで） 

勤務費用                             2,910 百万円 

利息費用                             3,448 百万円 

期待運用収益                          △ 2,220 百万円 

数理計算上の差異の費用処理額                   3,136 百万円 

過去勤務債務の費用処理額                     △ 1,534 百万円 

退職給付費用                               5,740 百万円 

 

３．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

退職給付見込額の期間配分方法                期間定額基準 

割引率                                 2.5% 

期待運用収益率                             3.0% 
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税効果会計関係 

 

１．繰延税金資産・負債の発生原因となった一時差異の項目別内訳 

繰 延 税 金 資 産 

貸倒引当金                           2,032 百万円 

たな卸資産                           1,794 百万円 

未払賞与                            2,406 百万円 

退職給付引当金                         19,823 百万円 

投資有価証券                           3,512 百万円 

未確定債務                            1,499 百万円 

     減価償却資産                           602 百万円 

その他                              1,513 百万円 

繰 延 税 金 資 産 合 計                      33,181 百万円 

 

繰 延 税 金 負 債 

株式等評価差額金                         5,574 百万円 

固定資産圧縮積立金                          1,247 百万円 

その他                                97 百万円 

繰 延 税 金 資 産 の 純 額                     26,263 百万円 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因は、主として関係 

会社等からの受取配当に係る益金不算入によるものです。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


